
平成１８年度 環境省関係税制改正について
平成 17 年 12 月 

(１)環境税 

自由民主党・公明党「平成 18 年度税制改正大綱」の検討事項の冒頭に、以

おり盛り込まれた。（平成 17 年 12 月 15 日） 

「わが国は環境先進国として、地球温暖化問題において世界をリードす

を果たすため、平成 17 年４月に京都議定書目標達成計画を閣議決定し、国

をあげて多様な政策への取り組みを開始し、６％削減約束を確実に達成す

としている。環境税については、平成 20 年から京都議定書の第一約束期間

ることを踏まえ、さまざまな政策的手法全体の中での位置づけ、課税の効

民経済や産業の国際競争力に与える影響、既存の税制との関係等に考慮を

がら納税者の理解と協力を得つつ、総合的に検討する。」 

 

(２)自動車の低公害化、低燃費化の促進 

① 自動車税のグリーン化について以下のとおり、適用期限を延長 
（地方税：自動

〔措置内容〕 

○軽課：平成18年度及び平成19年度に新規登録される以下の自動車について

録の翌年度に、自動車税を以下のとおり軽減。 

・低排出ガス（新☆☆☆☆）＋ 低燃費（基準２０%かさ上げ）車、 

電気自動車（燃料電池自動車を含む）、 

天然ガス自動車、メタノール自動車             ：概ね５

・低排出ガス（新☆☆☆☆）＋ 低燃費（基準１０%かさ上げ）車 ：概ね２

 ※新☆☆☆☆：排出ガスが平成17年基準値の1/4以下の自動車 

    ※低燃費車  ：改正省エネ法に基づく燃費基準達成車 

 

○重課：平成 18 年度及び平成 19 年度に以下の年限を超えている自動車（電

車、天然ガス自動車、メタノール自動車、一般乗合用バス及び被け

を除く）について、年限を超えた翌年度から自動車税を以下の通り

・車齢１１年超のディーゼル車 ：概ね１０％重課 

・車齢１３年超のガソリン車  ：概ね１０％重課 

１ 地球温暖化対策及び大気環境保全対策の推進 
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② 一定の排出ガス性能を有する低燃費車に係る自動車取得税の課税標準の特例措置

について以下のとおり適用期限を延長 

（地方税：自動車取得税） 

〔措置内容〕 

・低排出ガス（新☆☆☆☆）＋ 低燃費（基準２０%かさ上げ）車：控除額 ３０万円 

・低排出ガス（新☆☆☆☆）＋ 低燃費（基準１０%かさ上げ）車：控除額 １５万円 

 ※新☆☆☆☆：排出ガスが平成17年基準値の1/4以下の自動車 

  ※低燃費車  ：改正省エネ法に基づく燃費基準達成車 

 

 

③ ディーゼル車に係る自動車取得税の特例措置について以下のとおり見直し 

車両総重量が 3.5t を超えるディーゼルトラック・バス等であって 2015 年度を目

標とした重量車燃費基準を満たすもの（以下「低燃費トラック等」という。）であり、

かつ、排出ガス性能が良いものについて特例措置を講ずる。 

（地方税：自動車取得税） 

〔措置内容〕 

《車両総重量が 3.5t を超えるﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾄﾗｯｸ・ﾊﾞｽ等のうち》 

①低燃費トラック等で、平成１７年自動車排出ガス規制に適合し、かつ、平成１７年自動

車排出ガス基準値よりも 10％以上窒素酸化物又は粒子状物質の排出量が少ない自動

車    ：税率を２．０％軽減 

 

②低燃費トラック等で、平成１７年自動車排出ガス規制に適合した自動車 

：税率を１．０％軽減

 

 

④ 排出ガス規制に適合した特定特殊自動車の固定資産税の軽減措置の創設 

 （地方税：固定資産税） 

〔措置内容〕 

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律における基準適合表示の付され

た特定特殊自動車(オフロード車)に係る固定資産税について、課税標準を最初の

３年間価格の２分の１とする措置を、同法により定格出力及び燃料ごとに定める

規制開始までの期間に限り講ずる。 

   ただし、燃料が軽油のもので定格出力が 130kW 以上 560kW 未満については、規

制開始後１年間までの期間を延長して講ずる。 

 

 

⑤ エネルギー需給構造改革投資促進税制における低公害車及び低公害車用燃料供給

設備に係る特別償却制度又は税額控除措置の適用期限を延長 

（国税：所得税・法人税） 

      〔措置内容〕 

基準取得価額の７％相当額の税額控除、又は、普通償却に加えて基準取得価額

の３０％相当額を限度として償却できる特別償却のいずれかを選択。 



(３)その他 

バイオマスの活用を促進するため、エネルギー需給構造改革推進投資促進税制及び

再商品化設備等の特別償却制度の対象設備にバイオマス利活用設備を追加 

（国税：所得税・法人税） 

 

〔措置内容〕 

現行の税制特例措置が未適用のバイオマス関連設備について、以下の税制特例

措置を適用。 

・エネルギー需給構造改革推進投資促進税制 

・再商品化設備及び再資源化設備に係る特別償却制度 

 

 

 

 

２ 循環型社会の実現に向けた廃棄物・リサイクル対策の推進 

 

(１)リサイクル施設の整備推進 

再商品化設備等に係る特別償却制度及び廃棄物再生処理用設備に係る固定資産

税の課税標準の特例措置の適用期限を延長 

（国税：所得税・法人税、地方税：固定資産税） 

〔措置内容〕 

・ 特別償却率の割合 

      再商品化設備及び再資源化設備：初年度２３％ 

     特定再生資源利用製品製造設備：初年度１４％ 

     再生資源分別回収設備    ：初年度１４％ 

   ・ 固定資産税：課税標準 当初３年間 ３／４ 

  

(２)その他廃棄物対策の推進 

① 廃棄物処理法に規定する広域的処理に係る環境大臣の認定を受けた者の事業の用

に供する施設等に係る事業所税の課税標準の特例措置の延長 

  （地方税：事業所税） 

 

      ［措置内容］ 

廃棄物処理法に規定する広域的処理に係る環境大臣の認定を受けた者の事業

の用に供する施設等について、資産割の課税標準を３／４控除。 

 



 

② 廃棄物処理施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を延長すると

ともに、アスベスト廃棄物の処理施設に係る特例措置を拡充 

 （地方税：固定資産税） 
 

［措置内容］ 

廃棄物処理施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置を延長。 

なお、アスベスト廃棄物処理用施設に係る特例措置については、 

政省令案の内容を見て検討することとされた。 

 

 

③ 産業廃棄物処理用設備(ＰＣＢ廃棄物等処理用設備)に係る特別償却措置の適用期

限を延長するとともに、アスベスト廃棄物の処理施設に係る特例措置を拡充。 

（国税：所得税・法人税） 

 

［措置内容］ 
・ 産業廃棄物処理用設備（ＰＣＢ廃棄物等処理用設備）に係る特別償却措置 
（初年度１４％）の延長 

・ 特別償却制度の対象施設にアスベスト廃棄物処理用設備を追加。 
 

 

④ 最終処分場の埋立終了後の維持管理費用の積立て（維持管理積立金）について、

積立金を損金又は必要経費に算入する制度の適用期限を延長 

（国税：所得税・法人税） 

 

      ［措置内容］ 
廃棄物最終処分場における埋立終了後の維持管理に要する費用に備えるため

の準備金（維持管理積立金）制度に基づく積立金の損金算入等。 
 

                           

 

 

３ 安全・安心な社会の構築 

(１)アスベストによる健康被害の救済 

「石綿による健康被害の救済に関する法律」（平成 18 年２月 10 日公布）等におい

て税制上の所要の措置を講ずること。 

（国税：所得税･法人税･消費税､地方税：個人住民税･法人住民税･法人事業税） 

［措置内容］ 

・ 救済給付として支給を受ける金品については、所得税・個人住民税を非課

税とする。 

・ 健康被害に関係する事業者が負担する拠出金については、法人税・法人住

民税の積算上、損金の額に算入する。 

 等 



 

(２)公害防止対策の推進 

 

①以下の公害防止用設備に係る特別償却制度の適用期限を延長  

（国税：所得税・法人税） 

・ 指定物質（ﾍﾞﾝｾﾞﾝ､ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ）回収設備    

・ 汚水処理用設備  

・ ばい煙処理用等設備  

〔措置内容〕 

特別償却の割合：初年度１４％(ただし構築物については、初年度１０％) 

 

 

②以下の公害防止用設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を延長 

（地方税：固定資産税） 

〔措置内容〕 

・ 揮発性有機化合物排出抑制設備 

                → 課税標準１／６（優良更新は１／２） 

・ 窒素酸化物抑制施設   → 課税標準２／３（優良更新は２／３） 

・ ばい煙処理施設     → 課税標準１／６（優良更新は２／３） 

・ 指定物質の排出又は飛散の抑制に資する施設 → 課税標準１／３ 

・ 水質汚濁防止法に規定する特定施設又は指定地域特定施設から生じる汚水の処理施設 

→ 課税標準１／６（優良更新は２／３） 

・ 湖沼水質保全特別措置法の指定施設から生じる汚水の処理施設 

→ 課税標準２／３ 

・ 水質汚濁防止法の有害物質により汚染された地下水を浄化する施設 

→ 課税標準１／２ 

・ 土壌浄化施設      → 課税標準１／３ 

  ・ ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類排出削減装置  → 課税標準１／３（優良更新は２／３） 

 

 

③ 特定事業用資産の買換え(交換)の場合の譲渡所得の課税の特例の適用期限の延長 

（国税：所得税・法人税） 

・ 騒音発生施設                          

・ 水質汚濁防止法の特定施設等                 

・ ばい煙発生施設                        

 

 

 

 

 

 

 



 

○ ＮＰＯ法人の活動促進に資するよう、税制優遇措置の拡充 

(国税：所得税・法人税・相続税、地方税：個人住民税・法人事業税・法人住民税) 

 

〔措置内容〕 

・ パブリック・サポート・テスト(PST)の緩和措置の延長 

・ PST で、寄附金以外の社員の会費及び国等からの補助金を一定条件下で算入 

できるよう緩和 

・ 小規模団体について、申請書類を簡素化  等 

 

 

○ 研究開発促進関連税制の見直し・強化及び戦略システム・セキュリティ投資促進

税制の創設 

(国税：所得税・法人税) 

 

〔措置内容〕 

 ① 研究開発促進税制 

   ・ 売上高に対する試験研究費の割合に応じ、税額から試験研究費の一定割合を控除 

   ・ 上記措置に加え、試験研究費の増加額に対して追加的な控除を行う。 

 

 ② 戦略システム・セキュリティ投資促進税制 

   ・ 情報セキュリティ強化と国際競争力の観点から、高度な情報セキュリティが確保さ

れた情報システム投資を促進し、情報基盤を強化するための税制上の措置を講ずる。 

 

 

４ その他 


